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評価方法

第９期介護保険事業計画は、計画の目標値や介護給付等サービスの種類ごとの量の見込みのほか、一般介護予防事業評価事業の

評価項目を活用し評価する。介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等により、３年ごとに実績値がわかる項目は、令和７年度（計画２年

目）分の評価の際に評価する（評価時期は令和８年度中になる）。 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金（以

下、インセンティブ交付金）の評価項目を施策の進捗状況を表す参考資料として添付する。

１⑴ 全体の目標

●評価する年度の推計値※や目標値に対して、実績値を下表①より評価する。

⑵ ビジョンの目標（項目数 35）、⑶ 介護給付の適正化にかかる取組目標（項目数 ５）

●目標値に対する実績値の達成割合を下表②より評価する。

●評価を点数化する場合には、Ａ＝１０点、Ｂ＝７点、Ｃ＝３点、Ｄ＝０点とする。複数の項目を合計して評価する場合は、その合計点が

満点に占める割合について①により評価する。

●目標値の達成割合の理由や目標値に紐づく取組について、補足等を記載する。

Ⅰ 計画の目標等

目標値と、目標値に紐づく取組（小目標など）の進捗状況について、次の１（１）～（３）を評価する。

Ⅱ 介護サービス種別ごとの量の見込み等

計画値と実績値の乖離状況について、次の１及び２を評価する。

１ 要介護（要支援）認定者数の推移（項目数 ６）

２ 介護給付費等総額の推移（Ａ：保険給付費、Ｂ：地域支援事業費、Ｃ：保健福祉事業費）（項目数 ３）

●計画値に対する実績値の乖離状況を下表③により評価し、乖離状況が大きいもの（Ｄに該当した項目）については、要因等を記載する。

●評価を点数化する場合には、Ａ＝１０点、Ｂ＝７点、Ｃ＝３点、Ｄ＝０点とする。複数の項目を合計して評価する場合は、その合計点が

満点に占める割合について①により評価する。

1

③ 乖離状況 Ａ：±２％未満 Ｂ：±６％未満 Ｃ：±１０％未満 Ｄ：±１０％以上

② 達成割合 Ａ：８０％以上達成 Ｂ：６０％～７９％達成 Ｃ：３０％～５９％達成 Ｄ：２９％ 以下

※ 推計値は、計画に記載する認定率
の推計を基に算出

① 実績値 Ａ：目標値に到達 （とても良い） Ｂ：推計値に到達（良い） Ｃ：推計値に未達（改善を要する）



評価方法

Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

山形市が実施している介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防や生活支援等の事業）について、実績値を踏まえながら、事業を実施す

るための体制や実施状況等について、次の１～３を評価する。

Ⅳ 【参考】 【参考】施策の進捗状況

インセンティブ交付金の自己評価の項目について該当するものに“○”を付け、保険者としての取組状況の参考資料とする。

●⑴ストラクチャー評価、⑵プロセス評価など自己評価するもの（定性的指標）は、下表④により自己評価し、その理由を記載する。

●１～３の各アウトカム指標から読み取れることを、それぞれ補足として記載する。

●アウトカム指標など定量的な指標は、年度毎や個別に評価を行わないが、総括を記載する。

●評価を点数化する場合には、Ａ＝１０点、Ｂ＝７点、Ｃ＝３点、Ｄ＝０点とする。複数の項目を合計して評価する場合は、その合計点が満点

に占める割合について先の表①により評価する。

④ 自己評価 Ａ：できている Ｂ：ある程度できている Ｃ：あまりできていない Ｄ：できていない

１ 総合事業（全体）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑴ストラクチャー指標、⑵プロセス指標、⑶アウトカム指標 （評価項目数 １１）

２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）・・・・・・⑴ストラクチャー指標、⑵プロセス指標、⑶アウトカム指標 （評価項目数 ７）

３ 総合事業（一般介護予防事業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑴ストラクチャー指標、⑵プロセス指標、⑶アウトカム指標 （評価項目数 11）

2

介護予防・生活支援サービス事業 一般介護予防事業

【対象者】全ての高齢者の方

通所型・訪問型サービス
・従前相当（H28.２月まで提供のサービスに相当する支援）
・サービス・活動A（緩和した人員基準によるサービス）
・サービス・活動B（地域支え合い活動による支援）
・サービス・活動C（元気あっぷ教室・おいしく栄養あっぷ訪問）
・サービス・活動D（訪問型のみ、地域支え合い活動による支援）

・住民主体の通いの場の立ち上げ・運営支援
・介護予防講座
・お口若がえり講座
・介護予防手帳（やまがた人生備えの書）
・７５歳、８０歳節目アンケート
・リハビリテーション専門職等の派遣 等

【対象者】要支援認定を受けた方・事業対象者

【山形市の介護予防や生活支援等の事業】



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標

⑴ 全体の目標

3

目標値 Ｒ６推計値 R6実績値 評価

要介護（要支援）認定を受けず
に地域で健康に生活している
高齢者の割合を維持・改善する。

（各年度９月末時点）

83.2%

83.1％ 83.0％ C

Ｒ７推計値 R７実績値 評価

83.0％ 82.9％ Ｃ

Ｒ８推計値 R８実績値 評価

82.9％

【参考】
85歳以上の被保険者のうち
要介護３以上に認定された方（認定率）（％）

⇒介護ニーズが高まる年齢層の方の
要介護３以上の認定率が低下している
ことから、重度防止が図られていると
考えられる。

85歳以上の要介護３以上の認定者数

85歳以上の被保険者数
認定率 ＝

区分 R5.9末 R6.9末 R7.9末

ア 85歳以上 要介護３以上認定者数（人） 3,061 2,947 2,839

イ 85歳以上 被保険者数（人） 14,650 14,536 14,586

認定率（ア÷イ）（％） 20.9% 20.3% 19.5%

20.9%

20.3%

19.5%
19.0%

19.5%

20.0%

20.5%

21.0%

R5.9末 R6.9末 R7.9末

85歳以上 要介護３以上認定率



Ⅰ 計画の目標等

⑵ ビジョンの目標 ①健やかに生きがいを持って生活するためのビジョン

１ 計画の目標

項目 令和７年度 前年度

１

取組
短期集中の運動機能向上プログラムにより、生活行為を改善し、生活を継続できるよう、通所型サービスＣの
利用を促進する（視点Ⅰ・Ⅱ）

目標値

総合事業の通所型サービ
ス新規利用者に占める通
所型サービスＣから始める
利用者の割合

60.0％

評価 A

実績 ４８．０％ 44.1％

達成率 ８０．０％ -

補足等

介護予防モデル再構築事業においてマネジメン
トを担当する地域包括支援センター職員との規
範的統合が進み、「Cから始める」割合が増加し
たと考えられる。

4

２

取組 通所型サービスＣの利用後に地域の居場所や様々な地域活動に参加できるよう支援する（視点Ⅰ・Ⅱ）

目標値
通所型サービスＣ利用後
に様々な社会参加につな
がった高齢者の割合

75.0％

評価 A
実績 ８８．３％ 66.2%

達成率 117.7％ -

補足等

介護予防モデル再構築事業において、出口とな
る社会資源等の掘り起こしや創設を担当する生
活支援コーディネーターとの規範的統合が進み、
割合が増加したと考えられる。



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

３

取組 「住民支え合い活動」の立ち上げと活動の継続を支援する（視点Ⅰ）

目標値

総合事業訪問型・通所型サービスＢ及び、訪問型サービスＤ並びに移動支援に関するモデル事業の活動数

訪問B（生活支援） 10か所 評価 B

実績 ６か所 6か所

達成率 ６０．０％ ー

通所B（居場所づくり） １６か所 評価 C

実績 ８か所 9か所

達成率 ５０．０％ ー

訪問D及びモデル事業
（移動支援）

６か所 評価 A

実績 ５か所 ７か所

達成率 ８３．３％ ー

補足等
令和７年度から地域における多様な支え合い活動の充実を図ることを目的として、ケアマ
ネジメント対象者等の受け入れ実績がない団体に対しても、一定数以上の利用者がいる場
合には補助を行えるよう、新たな補助制度の枠組みを設けた。

⑵ ビジョンの目標 ①健やかに生きがいを持って生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

４

取組
「住民主体の通いの場」の立ち上げと活動の継続を支援するとともに、リハビリテーション専門職の派遣等に
よる充実を図る（視点Ⅰ・Ⅱ）

目標値

通いの場の箇所数 128か所 評価 A
実績 103か所 １０５か所

達成率 80.5％ ー

通いの場の参加者数 2,214人 評価 A
実績 1,946人 1,889人

達成率 87.9％ ー

補足等
立ち上げ・継続支援として、リハビリテーション専門職による体力測定や介護予防に関する講師派遣を実施。
日頃の活動についての情報交換会を開催し、作業療法士が訪問や聴き取り等で確認した通いの場の現状を共有
する機会を設けた。また参加できなかった団体にも共有できるよう「通いの場新聞」を作成し送付した。

⑵ ビジョンの目標 ①健やかに生きがいを持って生活するためのビジョン

５

取組 地域活動やボランティア、就労等を支援する（視点Ⅰ）

目標値

シルバー人材センターの
会員数

1,521人 評価 A
実績 1,310人 １,３００人

達成率 86.1％ ー

介護支援ボランティアの
登録者数

150人 評価 D
実績 11人 16人

達成率 7.3％ ー

補足等

【介護支援ボランティア】介護支援ボランティアの受け入れ登録がある事業所に調査を行ったところ、職員の
入れ替わり等により制度が十分に知られていないことがわかった。今後、事業所側への周知を進めるほか、ボ
ランティアを希望する方が登録事業所や活動内容についての情報を容易に入手できるよう市公式ホームページ
への掲載やパンフレットの作成など、生活支援コーディネーター等と連携して周知する。



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

6

取組 社会参加や日常生活の継続に有効な移動支援や外出支援を進める（視点Ⅰ・Ⅱ）

目標値

訪問型サービスＤ及び移
動支援に関するモデル事
業の活動数

６か所 評価 A

実績 ５か所 ７か所

達成率 ８３．３％ -

福祉有償運送の実施団体
数

１２団体 評価 A

実績 １０団体 10団体

達成率 ８３．３％ -

補足等

令和７年度から地域における多様な支え合い活動の充実を図
ることを目的として、ケアマネジメント対象者等の受け入れ
実績がない団体に対しても、一定数以上の利用者がいる場合
には補助を行えるよう、新たな補助制度の枠組みを設けた。

⑵ ビジョンの目標 ①健やかに生きがいを持って生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

7

取組 自立支援型地域ケア会議の効果の拡大を図る（視点Ⅱ）

目標値

自立支援型地域ケア会議
の助言内容に関する居宅
介護支援事業所等内での
共有の割合

70.0％

評価 A
実績 ８９．８％

52.7％
（R4）

達成率 128.3％ -

補足等

8

取組 閉じこもりを防止するための介護予防事業を実施する（視点Ⅱ）

目標値

75歳・80歳節目アンケート調査において、「週１回以上外出している」高齢者の割合

７５歳節目アンケート調査 97.0％ 評価 A
実績 91.8％

92.0％
（R4）

達成率 94.6％ -

８０歳節目アンケート調査 95.5％ 評価 A
実績 89.１％

89.6％
（R4）

達成率 93.3％ -

補足等
アンケート未回収者と、結果がハイリスクとなった者について、看護師が訪問
し、介護予防に関する必要な支援や助言を行った。また、必要に応じて、地域
包括支援センターと連携して対応した。

⑵ ビジョンの目標 ①健やかに生きがいを持って生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン

１ 計画の目標

9

項目 令和７年度 前年度

１

取組 介護支援専門員に対して、質の高いケアマネジメントに向けた研修を定期的に実施する（視点Ⅰ）

目標値

居宅介護支援事業所等研修

開催回数 ５回 評価 A

実績 5回 ６回

達成率 100％ -

参加者数 650人 評価 A

実績 845人 1,065人

達成率 130％ -

補足等 開催回数5回のうち1回は動画配信を実施した。



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

２

取組 多機関連携による在宅医療・介護の一体的提供を図る（視点Ⅰ）

目標値

介護支援専門員による

入院時情報の収集率 100.0％ 評価 A

実績 ９６．０％ 89.7％

達成率 ９６％ -

退院時情報の収集率 94.5％ 評価 A

実績 ９５．５％ 94.5％

達成率 １０１％ -

退院後の状況報告率 75.0％ 評価 D

実績 １５．１％ 19.0％

達成率 ２０．１％ -

補足等

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

３

取組
本人に対して、人生会議（ＡＣＰ）や在宅療養について普及啓発を図る（視点Ⅰ）
訪問系サービスを活用した在宅生活の継続に関する効果的な周知を行う（視点Ⅰ）
家族や地域住民に対して、人生会議（ＡＣＰ）や在宅療養についての普及啓発を図る（視点Ⅱ）

目標値
人生会議や在宅療養に
ついての講座等の開催
回数

60回/年

評価 A
実績 62回 ５８回

達成率 103.3％ -

補足等

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン

４

取組 認知症サポーターの活動支援や認知症カフェ等の場所づくりへの支援を行う（視点Ⅱ）

目標値

チームオレンジの構築に
向けたステップアップ講座
の開催回数

４回 評価 B
実績 3回 ３回

達成率 75％ -

認知症カフェの箇所数 25か所 評価 A
実績 28か所 2３か所

達成率 112％ -

補足等



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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６

取組
地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所等において、仕事と介護の両立に向けた支援を行う（視点
Ⅱ）

目標値
介護者の仕事と介護の
両立に関する相談件数

180件

評価 A

実績 274件 ２２７件

達成率 152.2% -

補足等

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン

項目 令和７年度 前年度

５

取組 認知症の早期発見・早期対応に向けた支援体制の構築を推進する（視点Ⅰ）

目標値

認知症に関する相談件数 770件 評価 A
実績 724件 ７２２件

達成率 94％ -

初期集中支援チームの介
入件数

77件 評価 C
実績 25件 ３６件

達成率 32.5％ -

補足等
チームの介入に至らない対応については地域包括支援センターが対応できてい
るため件数が少なくなっている。今後は、より早期の対応にチームが関わるよ
うな連携を検討していく。



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標

13

項目 令和７年度 前年度

７

取組 地域の高齢者の生活を支える多様な活動を支援する（視点Ⅲ）

目標値

生活支援の担い手養成
研修の受講者数

50人 評価 C
実績 ２２人 ３３人

達成率 ４４％ -

訪問Ｂ（生活支援）の活
動数

10か所 評価 B
実績 ６か所 ６か所

達成率 ６０．０％ -

通所Ｂ（居場所づくり）
の活動数

16か所 評価 C
実績 ８か所 ９か所

達成率 ５０．０％ -

訪問Ｄ及びモデル事業
（移動支援）の活動数

6か所 評価 A
実績 ５か所 7か所

達成率 ８３．３％ -

介護支援ボランティア
の登録者数

150人 評価 D
実績 １１人 16人

達成率 7.3％ -

補足等
【介護支援ボランティア】事業所及びボランティア希望者の双方に対し、生活
支援コーディネーター等と連携して周知する。

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

8

取組 介護の魅力発信に関するイベントを開催する（視点Ⅲ）

目標値 イベントの参加者数 350人

評価 A
実績 459人 304人

達成率 131.1% -

補足等
より早い段階で介護・福祉に接する気化を作るため、
対象を小学生等にも拡大し、開催時期を
夏休み期間中に変更した。

9

取組 シルバー人材センター等との連携による高齢者の雇用促進を図る（視点Ⅲ）

目標値
連携事業により介護施
設等への就業または従
事する高齢者数

20人
評価 A

実績 30人 28人

達成率 150％ -

補足等

10

取組 介護サービス事業所の業務改善を図り、介護ロボット・ＩＣＴ等の導入を促進する（視点Ⅲ）

目標値
介護ロボット・ＩＣＴを導
入した法人の割合

５０％
評価 A

実績 51.1% 53.7％

達成率 102.2％ -

補足等 回答率が１００％ではなく、また回答した法人も前回と異なる

⑵ ビジョンの目標 ②介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して生活するためのビジョン



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標

⑵ ビジョンの目標 ③ 介護現場の革新に関するビジョン
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項目 令和７年度 前年度

１

取組

「介護人材の確保・定着」
①介護の魅力発信、②外国人材の受入環境整備、③高齢者の雇用促進、④若年者の雇用促進
⑤潜在介護福祉士等の復職支援、⑥ハラスメント対策

「生産性の向上による業務の効率化・質の向上」
①業務改善、ロボット・ICTの活用、②文書量削減、③事業所間の連携

目標値
山形市内の介護サービ
ス事業所・施設
職員の離職率

10.7％

評価 A

実績 12.2%
12.7％
（R4）

達成率 87.7％ -

補足等



Ⅰ 計画の目標等

１ 計画の目標
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⑵ ビジョンの目標 ④ リハビリテーションサービス提供体制に関するビジョン

項目 令和７年度 前年度

１

取組

「リハビリテーションの提供体制」
①医療・介護関係者間の理解促進、②サービス関係者間の連携強化

「リハビリテーションの利用促進」
①利用者・家族等への普及啓発・理解促進

目標値
訪問リハビリテーショ
ンの利用率

1.0％

評価 A

実績 0.9％ 0.8％

達成率 90％ -

補足等



Ⅰ 計画の目標等

⑶ 給付費適正化の取組目標

１ 計画の目標
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項目 令和７年度 前年度

１

取組
【要介護認定の適正化】
認定調査を委託する施設・事業所等を対象に検証調査を実施する。

目標値 検証調査実施数 概ね４０か所
評価 A

実績 57か所 13か所

達成率 １４２．５％ -

補足等 第9期計画期間において全件実施予定

２

取組
【ケアプラン等の点検】
居宅介護支援事業所を対象に、介護支援専門員が作成したケアプラン等の記載内容について、訪問調査等に
よる点検を実施する。

目標値
ケアプラン点検実
施数

１０か所
（被保険者50人

分）以上

評価 A
実績 １０か所 10か所

達成率 １００％ -

補足等 10か所（被保険者51人分）

取組
【住宅改修等の点検】
必要性に疑義のある住宅改修や福祉用具購入・貸与について、訪問調査等やケアプランとの整合性の観点か
らの点検を実施する。

目標値
住宅改修等の点検
実施数

５件以上
評価 A

実績 ７件 ６件

達成率 140％ -

補足等 住宅改修６件、福祉用具1件 調査実施



Ⅰ 計画の目標等

⑶ 給付費適正化の取組目標

１ 計画の目標

18

項目 令和７年度 前年度

３

取組
【医療情報と突合・縦覧点検】
山形県国民健康保険団体連合会で審査する全ての介護給付費の請求を対象に、医療情報との突合・縦覧点
検を実施する。

目標値

医療情報との突合実施率 100％ 評価 A

実績 １００％ -

達成率 １００％ -

縦覧点検実施率 100％ 評価 A

実績 １００％ -

達成率 １００％ -

補足等
適正な給付が行われるよう、山形県国民健康保険団体連合会に委託し、重複請
求を防止する視点で医療情報との突合を行うとともに、提供されたサービスの
整合性・算定回数等の点検を行った。



Ⅱ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み等

１ 要介護（要支援）認定者数の推移

（単位：人・％）※計画値と実績値の乖離状況を評価

19

令和６年度 令和７年度 令和８年度

計画値 実績値
乖離状況

(％)
評価 計画値 実績値

乖離状況
(％)

評価 計画値 実績値
乖離状況

(％)
評価

(1)総人口 236,833 236,486 ▲0.1％ A 234,858 234,297 ▲0.2％ Ａ 232,852

(2)65歳以上人口 73,647 73,494 ▲0.2％ A 73,853 73,568 ▲0.4％ Ａ 73,876

前期高齢者 32,269 32,245 ▲0.1％ 31,204 31,216 ±0％ 30,460

後期高齢者 41,378 41,249 ▲0.3％ 42,649 42,352 ▲0.7％ 43,416

(3)1号被保険者数 73,343 73,197 ▲0.2％ A 73,538 73,254 ▲0.4％ Ａ 73,550

(4)認定者数 12,415 12,427 0.1％ A 12,536 12,546 0.1％ Ａ 12,575

うち１号被保険者 12,229 12,263 0.3％ 12,350 12,370 0.2％ 12,389

(5)認定率 16.9% 1７.０％ 0.1％ A 17.0% 17.1％ 0.1％ Ａ 17.1%

(6)チェックリスト該当者 815 645 ▲20.9％ Ｄ 818 ５８４ 71.4％ D 819

乖離状況が大きいものに関する要因分析（評価Dに該当した場合）

項目 令和６年度

(1)総人口

(2)65歳以上人口

(3)1号被保険者数

(4)認定者数

(5)認定率

(6)チェックリスト該当者
ここ数年の傾向としてチェックリスト該当者の数は減少傾向にある一方、要支援者は増加傾向にある。認定率の大幅な上昇は見られないもの
の、フレイル防止のため引き続き社会参加を促進する取組が重要と考える。



Ⅱ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み等

２ 介護給付費等総額の推移

（単位：千円）※計画値と実績値の乖離状況を評価
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令和６年度 令和７年度 令和８年度

計画値 実績値
対計画比

(%)
乖離状況

(％)
評価 計画値 実績値

対計画比
(%)

乖離状況
(％)

評価 計画値 実績値
乖離状況

(％)
評価

(A)保険給付費
=⑴+⑵+⑶+⑷+⑸+⑹

21,982,016 21,700,051 98.7％ ▲1.3％ Ａ 22,156,666 21,873,540 98.7% ▲1.3% Ａ 22,282,631

介護給付サービス費⑴ 20,066,888 19,893,077 99.1％ ▲0.9％ Ａ 20,223,347 20,071,107 99.2% ▲0.8% Ａ 20,344,151

在宅サービス 10,506,883 10,251,974 97.6％ ▲2.4％ Ｂ 10,734,876 10,337,107 96.3% ▲3.7% Ｂ 10,882,178

居住系サービス 2,558,185 2,585,554 101.1％ 1.1％ Ａ 2,551,430 2,567,682 100.6% 0.6% Ａ 2,601,562

施設サービス 7,001,820 7,055,549 100.8％ 0.8％ Ａ 6,937,041 7,166,318 103.3% 3.3% Ｂ 6,860,411

予防給付サービス費⑵ 630,794 683,709 108.4％ 8.4％ Ｃ 634,855 694,154 109.3% 9.3% Ｃ 635,977

在宅サービス 531,472 589,978 111.0％ 11.0％ Ｄ 535,408 609,271 113.8% 13.8% Ｄ 538,412

居住系サービス 99,322 93,731 94.4％ ▲5.6％ Ｂ 99,447 84,883 85.4% ▲14.6% Ｄ 97,565

特定入所者介護サービス費等⑶ 673,109 504,479 74.9％ ▲25.1％ Ｄ 680,529 482,486 70.1% ▲29.9% Ｄ 682,646

高額介護サービス費等⑷ 510,718 515,358 100.9％ 0.9％ Ａ 516,448 511,736 99.1% ▲0.9% Ａ 518,055

高額医療合算介護サービス費等⑸ 78,613 80,670 102.6％ 2.6％ Ｂ 79,379 90,725 114.3% 14.3% Ｄ 79,626

審査支払手数料⑹ 21,894 22,758 103.9％ 3.9％ Ｂ 22,108 23,333 105.5% 5.5% Ｂ 22,176

(B)地域支援事業費（重層含む） 1,255,500 1,152,683 91.8% ▲8.2 Ｃ 1,260,629 1,153,559 91.5% ▲8.5% Ｃ 1,275,250

(C)保健福祉事業費 63,226 60,035 95.0% ▲5.0 Ｂ 63,865 60,726 95.0% ▲5.0% Ｂ 64,510

合計 (D)=(A)+(B)+(C) 23,300,742 22,912,769 98.3％ ▲1.7 23,481,160 23,087,825 98.3% ▲1.7% 23,622,391

乖離状況が大きいものに関する要因分析（評価Dに該当した場合）
項目 令和7年度

(A)保険給付費
(1)～(6)

○予防給付サービス費（在宅サービス）
計画策定時の見込みと比べて、要支援認定者数が大きく増加したため、計画値との乖離が大きい状況となっている。
○予防給付サービス費（居住系）
特定施設入所者生活介護及び認知症型共同生活介護において、要支援認定者の利用件数が減少したため、計画値との乖離が大きくなっている。
〇特定入所者介護サービス費等
計画策定時において、国の算出プログラムに基づき、令和５年９月末の実績をベースに介護報酬改定や制度改正の影響を踏まえて大きく増加するものと見込んでいたが、令和５年度実績
に比べて、負担限度額の認定者数はほぼ横ばい（微増）であり、認定者のうち所得段階の低い人が減少し、所得段階の高い人が増加したことにより、当該サービス費の給付額が減少したた
め、計画値との乖離が大きい状況となっている。
〇高額医療合算介護サービス費等
令和７年度給付分においては、通常、前年度中に給付しているものが例年より多く含まれているため、一時的に計画値との乖離が大きくなっている。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）
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⑴ストラクチャー指標（事業の実施体制）

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的について、分かり
やすく説明することのできる職員の養成や、説明資料の整備ができている
か。

A

総合事業の見直しに向けた説明会や
研修を行う中で、山形市の目指す地
域包括ケアシステムについての周知
及び説明資料の整備を行った。

②

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的を共有（規範的統
合）し、総合事業を実施する上で、介護保険、高齢者福祉、地域福祉、健康増
進、市民活動推進、自治会支援、社会教育、スポーツ振興、産業等の担当部
署と広く連携する体制を構築できているか。

B

福祉まるごとワーキングに出席し、制
度・分野ごとの縦割りを超えて、庁内
連携体制を構築しているが、制度や役
割の共有にとどまっている。今後、具
体的な施策につなげていく。

③

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的を共有（規範的統
合）し、総合事業を実施する上で、地域包括支援センターと連携する体制を
構築できているか。 A

総合事業の見直しに向けた説明会や
研修を行う中で、山形市の目指す地
域包括ケアシステムについての周知
及び説明資料の整備を行った。

④

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的を共有（規範的統
合）し、総合事業を実施する上で、協議体を設置し、元気な高齢者をはじめ
とする多世代の地域住民が担い手として参加する住民主体の活動団体、Ｎ
ＰＯ法人、社会福祉法人、社会福祉協議会、医師会、医療法人、地縁組織、協
同組合、民間企業、シルバー人材センター、介護サービス施設・事業所、老人
クラブ、商工会、民生委員等の多様な主体による多様なサービス・活動の提
供体制を構築できているか。

B

第１層協議体を設置し、令和７年度は
高齢者の孤立・事故防止に向けた見
守り体制をテーマに協議を行った。多
様な主体との連携は進みつつあるが、
担い手の確保や地域ニーズとのマッ
チングが課題であり、総合事業の見直
しと合わせて検討を行う。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）
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⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的を共有（規範的統
合）できるよう、総合事業の企画・実施・評価のプロセスの中で、地域住民の
意見収集や協議への住民参画が行われているか。

A

次期計画策定に向けたニーズ調査
により、高齢者の生活実態や地域課
題の把握に努めた。今後は、調査結
果を踏まえ、総合事業の企画・評価
への住民意見反映を行う。

②

地域包括ケアシステムの構築に向けた基本方針及び目的を共有（規範的統
合）できるよう、介護サービス施設・事業所、医療機関、民間企業、地域運営組
織、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、社会福祉協議会、医師会、医療法人、地縁組織、
協同組合、シルバー人材センター、老人クラブ、商工会、民生委員、住民等の
あらゆる関係者に働きかけを行っているか。

A

第１層協議体で高齢者の孤立・事故
防止に向けた見守りの促進を協議
した。また、総合事業の見直しに向
けた全介護サービス事業所対象の
研修や、在宅医療推進フォーラムで
の啓発に向けた包括・民間企業等と
の協議を通じ、多様な関係者への働
きかけを行った。

③

自治会、社会福祉協議会、民生委員、老人クラブ、ボランティア、ＮＰＯ法人、
社会教育関係者の活動状況等について、地域資源として適切に把握できて
いるか。

A

生活支援コーディネーターによる地
域ニーズ・地域資源の把握に加え、
令和６年度末から地域資源検索
WEBシステムを運用し、情報の共
有・活用体制を整備している。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）
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⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

④

介護予防の推進、生活支援の充実に関する行政課題を整理できているか。

A

要介護認定を受けず、地域で健康に
暮らす高齢者の割合の維持・改善を
目指し、介護予防教室や聴こえくっ
きり事業等の施策を展開している。

⑤

介護予防の推進、生活支援の充実を図っていく上で、長期的な視点をもっ
て具体的な戦略を立てられているか。

A

2040年を見据え、元気あっぷ教室
を軸とした介護予防事業の再構築
について、関係機関と対話を重ねな
がら共に取り組んでいる。

⑥

総合事業に関する苦情や事故を把握しているか。

A
事業所からの実績報告により、内容
を把握している。

⑦

関係機関（地域包括支援センター、医療機関、民生委員等）において情報を
共有するため、共有する情報の範囲、管理方法及び活用方法に関する取り
決めをしているか。 A

委託契約等において、個人情報特記
事項を含めた契約を委託先と取り
交わし、再委託先も含め順守させて
いる。また、個人情報保護措置実施
状況報告書において確認している。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）

24

⑶アウトカム指標（事業の効果）

（総括） １ 総合事業（全体）のアウトカム指標について

・庁内関係者、住民主体の活動団体、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、社会福祉協議会、医師会、医療法人、地縁組織、協同組合、民間
企業、シルバー人材センター、介護サービス施設・事業所、老人クラブ、商工会、民生委員等の多様な主体へ広く意識共有を図り、
山形市が目指す地域包括ケアシステムの深化・推進について理解を深める取組を進めており、介護予防の推進が期待できる。
・介護予防事業の再構築や聴こえくっきり事業等、既存事業の効果測定のみならず、あらたな課題を洗い出し、より一層社会参
加による介護予防の効果がでる事業となるよう現在検討している。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）

25

⑶アウトカム指標（事業の効果）

第8期計画 第９期計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

① ６５歳以上新規認定申請者数及び割合（申請者は２号含む）

新規認定申請者数 3,844 3,8１０ 3,９１９

新規認定申請者割合
（新規認定申請者数／高齢者数）

5.2% 5.2% 5.３%

② ６５歳以上新規認定者数及び割合

新規認定者数 3,385 3，501 ３,５５４

新規認定者割合
（新規認定者数／高齢者数）

4.6% 4.8% 4.８%

③ ６５歳以上要支援・要介護認定率

認定率
（認定者数／第１号被保険者数）

16.6% 16.８% 16.９%

④ 健康寿命延伸の実現

要介護２以上の年齢調整後認定率 9.1% 9.1% 9.0％



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）

⑶アウトカム指標（事業の効果）

26

第8期計画 第９期計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

⑤ 介護予防・日常生活支援総合事業の費用額

介護予防・日常生活支援総合事業の事業費
（円）

633,896,409 637,871,336 638,014,476

費用額の伸び率（対 前年度比）（％） 99.9% 100.6％ 100.0％

後期高齢者数（人） 40，039
41，249 ４２，３５２

後期高齢者数の伸び率（％） 102.1%
103.0％ 102.7％

⑥ 予防給付と介護予防・日常生活支援総合事業の費用の総額

介護予防サービス費及び介護予防・日常生活
支援総合事業費の総額（円）

1,251,133,409 1,322,642,336 1,332,168,476

総額の伸び率（対 前年度比）（％） 103.4% 105.7％ 100.7％



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）

⑶アウトカム指標（事業の効果）

27

第８期計画調査結果 第９期計画調査結果 第10期計画調査結果

⑦
の
１

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査による健康に関連する指標の状況（社会参加の状況）

A ボランティアのグループ 15.0% 13.9% 15.4%

B スポーツのグループ 23.4% 20.2% 22.2%

C 趣味のグループ 30.9% 26.4% 27.7%

D 学習サークル 10.4% 7.9% 8.2%

E 通いの場 11.9% 8.4% 9.5%

F 老人クラブ 8.1% 4.7% 4.1%

G 町内会 38.5% 33.0% 36.9%

H 収入のある仕事 25.5% 27.6% 27.4%



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

１ 総合事業（全体）

28

⑧

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査による住民の幸福感及び健康感の向上

主観的幸福感
（とても幸せを10点とした場合の平均点）

7.1点 7.0点 7.1点

主観的健康観
（「とてもよい」「まあよい」を選んだ方の割合）

78.80% 79.00% 78.20%

⑶アウトカム指標（事業の効果）

第８期計画調査結果 第９期計画調査結果 第10期計画調査結果

⑦
の
２

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査による健康に関連する指標の状況（高齢者の機能低下等のリスク出現率）

運動器の機能低下 11.50% 12.50% 10.50%

口腔機能の機能低下 19.70% 22.20% 20.80%

低栄養の傾向 0.90% 1.00% 0.80%

閉じこもりの傾向 8.80% 33.60% 7.90%

認知機能の低下 51.00% 52.30% 51.20%

うつ傾向 44.00% 45.10% 43.10%



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目 29

２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）

⑴ストラクチャー指標（実施体制）

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

介護予防ケアマネジメントの実施に当たり、市町村、地域包括支援センター、
居宅介護支援事業所及び介護サービス事業提供者が、総合事業の趣旨や自
立支援の重要性を共有し、連携できる体制を構築できているか。

A

研修により自立支援の考え方を共
有し、包括の機能別部会で事例集
を作成するなど、連携及び共有体
制の強化を図った。

⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

窓口に相談にきた高齢者に対し、総合事業の目的、内容、サービスメニュー
及び手続方法について十分な説明を行っているか。 A

「介護保険と高齢者保健福祉のしお
り」等を使って、十分な説明を行って
いる。

②

介護予防ケアマネジメントに関する様式が統一されているか。
A

「介護予防支援・介護予防ケアマネ
ジメントの流れ」を作成し、様式を
統一している。

③
介護予防・生活支援サービス事業の実施状況を把握しているか。

A
事業所からの実績報告書の提出やそ
の分析等により把握している。

④

介護予防・生活支援サービス事業の実施量と需要量の関係を的確に把握し
ているか。 A

事業所からの実績報告書の提出やそ
の分析等により把握している。

⑤

介護予防・生活支援サービス事業の実施状況の検証に基づき、次年度以降
の取り組み等の見直しを行っているか。 A

現在の実施状況の検証をもとに、再
構築事業により見直しを行う。

⑥
要支援者及び事業対象者の個人情報が共有されることについて、十分な説
明を行い、同意を得ているか。 A

「介護予防支援・介護予防ケアマネジ
メントの流れ」を作成し、手順を示して
いる。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）

30

第8期計画 第９期計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

➀ 介護予防ケアマネジメント件数 （件）

ケアマネジメントＡ 12,682件 １１，984件 11,357件

ケアマネジメントＢ 1,463件 1,488件 1,299件

ケアマネジメントＣ 21件 20件 26件

② 介護予防・生活支援サービス事業の実施状況

利
用
回
数
（
回
）

訪問型サービス（従前相当・A） 39,684回 39,980回 39,940回

訪問型サービスＣ 53回 61回 ２１回

通所型サービス（従前相当・A） 79,518回 78,210回 76,763回

通所型サービスＣ 3,683回 3,501回 3,463回

利
用
者
数
（
人
）

訪問型サービス（従前相当・A） 6,950人 7,072人 7,033人

訪問型サービスＣ 29人 41人 15人

通所型サービス（従前相当・A） 14,852人 14,671人 14,234人

通所型サービスＣ 1,121人 1,060人 1,003人

訪問型サービスB 利用人数（人） - 11,769人 10,939人

通所型サービスB 利用人数（人） 9,277人 9,451人 9,291人

訪問型サービスD 利用人数（人） 204人 454人 ３８３人

⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）

⑶ アウトカム指標（事業の効果）
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（総括） ２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）のアウトカム指標について

・地域包括支援センターや元気あっぷ教室事業所、生活支援コーディネーターなどの関係機関と意見交換や対話を重ねるとと
もに、2040年を見据えた自立支援・介護予防に関する研修会を開催し、関係者間の規範的統合が進んだ。
・元気あっぷ教室を中心とした総合事業の再構築について、サービス内容等を検討した。
・通所型サービスC利用後の主観的健康感の割合が改善しており、利用者の自分らしい生活の獲得や健康意識の向上に寄与
したと考える。
・通所型サービスC利用後に介護サービス以外の地域資源等につながった割合が向上しており、元気あっぷ教室等の活動が
介護予防のみならず、社会参加や地域との接点を増やし、自分らしい生活の再獲得に効果的であったと考える。
・リエイブルメントに基づく短期集中による支援は、利用者と支援者の双方に相乗効果が出ることが期待できるため、通所型
サービスC終了後の「出口」の体制づくりの中核を担う生活支援コーディネーターとの連携体制を構築していく。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

２ 総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）

⑶ アウトカム指標（事業の効果）

32

第8期計画 第９期計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

①

サービス・活動Ｃの利用者の主観的健康感

主観的健康感の維持・改善割合
（主観的健康感が維持・改善された者の数／サービスＣ
利用者数）

91.6% 93.4％ 93.9％

②

サービス・活動C利用後の利用者の状況

介護サービス（※）以外の地域資源等につながった利用
者の割合
（介護サービス利用なしの終了者／サービス終了者）

70.4％ 66.2％ 88.3％

※介護サービス・・・・介護予防・生活支援サービス事業の従前相当、サービス・活動A



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

３ 総合事業（一般介護予防事業）

33

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

一般介護予防事業の実施に当たり、市役所内の関係課と一般介護予防事
業の重要性を共有し、効果的・効率的な事業実施のために、連携する体制
を構築できているか。

A
保健及び医療の各分野を中心に市役
所の関係各課と連携している。

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

①

行政内部での連携
（関係部署と連携して介護予防の取組を進める体制（会議等）がある、関係
部署と連携した取組（イベントの開催等）がある、関係部署が実施する通い
の場や、参加状況を把握している 等）

A

「ＳＵＫＳＫ（スクスク）生活」と連携し、介
護予防講座等を対象事業に設定したり、
介護予防手帳「人生備えの書」を活用で
きるようにすることで、自らが介護予防
に取り組むきっかけづくりを行った。

②

地域の多様な主体との連携
（町内会や医療・介護の関係機関、NPO法人、民間企業、大学等も含めた多
様な主体と連携して介護予防の取組を進める体制（会議・取組等）がある、
多様な主体が行う通いの場や、参加状況を把握している 等）

A
地域包括支援センターのネットワーク連
絡会を通して、地域の支援者等と連携し
ている。

③
保健事業との一体的な実施
（介護予防と保健事業の一体的な実施をしている 等）

A
関係部署や専門職団体と連携し、介護予
防と高齢者の保健事業の一体的な実施
をしている。

④

関係団体との連携による専門職の関与
（運動・口腔・栄養分野等の関係団体と連携している（会議の実施等）、専門
職が介護予防の取組に関与している 等）

A
県栄養士会、県歯科衛生士会、県理学療
法士会、県作業療法士会と連携しながら、
専門職による訪問事業を実施している。

⑴ストラクチャー指標（実施体制）

⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

３ 総合事業（一般介護予防事業）

34

項目（定性的指標） 評価 評価の理由等

⑤
通いの場への参加促進（ポイント等）
（通いの場の参加促進に向けたポイント等の取組を実施している 等）

A
健康ポイント事業「SUKSK（スクスク）」の対
象としている。

⑥

通いの場への参加促進のためのアウトリーチの実施
（対象者把握の取組がある、参加促進に向けたアウトリーチの取組を実
施している 等）

A
立ち上げや継続支援として、体力測定や市の
作業療法士による体力測定結果の説明、運
動指導等を行っている。

⑦

担い手としての参加促進
（通いの場やボランティアなどの担い手としての参加を促進するための
取組（研修等）がある 等）

A
市や生活支援コーディネーターによる
地域版の「生活支援の担い手養成研
修」の実施

⑧

介護予防の企画・検証等を行う体制の整備
（介護予防の企画や検証等を行う協議体の設置がある、協議会における
検証や改善を実施している 等）

A

自立支援型地域ケア会議や介護予防
モデル再構築事業において専門職と
連携しながら改善策の実行につなげ
ている。

⑨

データの活用に係る取組の推進
（人口や認定率、通いの場の設置状況、介護レセプト等のデータを分析し
ている 等）

B

通いの場の設置状況、参加人数等を把握す
るため、生活支援コーディネーターと連携し
調査を行っている。今後、更なる有効活用の
ための連携と取組が必要。

⑩
通いの場に参加する高齢者の状態の把握の実施
（通いの場に参加する高齢者の状態を把握する取組を実施している 等）

A
リハビリ専門職を派遣し体力測定を行った
通いの場において、フレイル問診を実施し、
参加者の状態を把握している。

⑵プロセス指標（企画立案・実施過程）



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

３ 総合事業（一般介護予防事業）

⑶アウトカム指標（事業の効果）

35

（総括） ３ 総合事業（一般介護予防事業）のアウトカム指標について

・「住民主体の通いの場」については、新型コロナウイルス感染症の影響があった令和２年以降、箇所数、参加者数ともに横ば
いが続いているが、令和４年度以降、継続支援の依頼数が増加している傾向がある。新規の立上げについては、一層の周知が
必要である。
・「介護予防教室」や「お口若がえり講座」などについては、令和４年度以降、開催数、参加者数ともに改善が見られる。
・令和４年度にモデル事業としてスタートした「聴こえくっきり事業」においては、令和６年度から事業参加者が大きく増加して
いるなど、事業が軌道に乗ってきたという感触を得ており、目指している社会参加による介護予防の促進に向けた取り組み
が進んでいる。



Ⅲ 一般介護予防事業評価事業における評価項目

３ 総合事業（一般介護予防事業）

⑶アウトカム指標（事業の効果）
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第8期計画 第９期計画

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

➀ 住民主体の通いの場をはじめとする社会参加の拡大（通いの場の実施状況）

通いの場(週1回以上)の参加率
（参加者数/65歳以上人口）

2.6％ 2.5% 2.6％

通いの場（週１回以上）の箇所数の伸び率
（対 前年度比）

103.8％ 97.2% 98.1％

第８期計画
調査結果

第９期計画
調査結果

第10期計画
調査結果

②
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査による通いの場に参加する高齢者の状態の変化
（「通いの場に月１回以上参加する高齢者」の機能低下等のリスク出現率）

運動器の機能低下 10.50% 9.40% 7.73%

口腔機能の機能低下 19.80% 20.30% 19.40%

低栄養の傾向 1.10% 0.80% 0.32%

閉じこもりの傾向 5.40% 29.70% 5.52%

認知機能の低下 51.40% 49.90% 52.68%

うつ傾向 44.10% 46.90% 44.32%

ＩＡＤＬ 2.10% 1.90% 2.52%



Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

保険者機能強化推進交付金 評価指標

1 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

評価指標 評価

①

地域の介護保険事業の特徴を把握し
ているか。

ア 「地域包括ケア「見える化」システム」を活用し、サービス資源や給付費等の現状
把握・分析等を行っている 〇

イ 日常生活圏域別の特徴を把握・整理している 〇

ウ 地域の介護保険事業の特徴を踏まえ、相談窓口やサービスの種類・内容、利用
手続などについて、住民に周知を行っている 〇

エ 地域の介護保険事業の特徴を公表している 〇

②

介護保険事業計画の進捗状況（計画値
と実績値の乖離状況）を分析しているか。

ア 毎年度、計画値と実績値の乖離状況について、モニタリングを行って
いる 〇

イ モニタリングの結果を外部の関係者と共有し、乖離の要因やその対応
策について、外部の関係者を含む議論の場で検証を行っている 〇

ウ モニタリングの結果やイの検証を踏まえ、サービス提供体制について
必要な見直しを行っている 〇

エ モニタリングの結果を公表している 〇

評価欄には○・✕を記入（ⅰ）体制・取組指標群
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

１ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

評価指標 評価

③

自立支援、重度化防止等
に関する施策について、
実施状況を把握し、必要
な改善を行っているか。

ア 毎年度、次の施策分野ごとに事業の実施
状況を定量的に把握し、データとして整
理している

① 介護予防・生活支援サービス 〇

② 一般介護予防事業 〇

③ 認知症総合支援 〇

④ 在宅医療・介護連携 〇

イ 次の施策分野ごとに事業の効果を検証す
るための評価指標を定めている

① 介護予防・生活支援サービス 〇

② 一般介護予防事業 〇

③ 認知症総合支援 〇

④ 在宅医療・介護連携 〇

ウ イの指標に対する実績等を踏まえ、
毎年度、次の施策分野ごとに課題の
分析、改善・見直し等を行っている

① 介護予防・生活支援サービス 〇

② 一般介護予防事業 〇

③ 認知症総合支援 〇

④ 在宅医療・介護連携 〇

エ 次の施策分野ごとにイの指標の達成
状況を含む取組の成果を公表してい
る

① 介護予防・生活支援サービス 〇

② 一般介護予防事業 〇

③ 認知症総合支援 〇

④ 在宅医療・介護連携 〇
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

評価指標 評価

④

保険者機能強化推進交付金等に係る
評価結果を関係者間で共有し、自立支
援、重度化防止等に関する施策の遂行
に活用しているか。

ア 年に１回以上、評価結果を庁内の関係者間で説明・共有する場が
ある 〇

イ アの場には、庁内のみならず、外部の関係者が参画している 〇

ウ アの場における意見を、施策の改善・見直し等に活用している 〇

エ 市町村において全ての評価結果を公表している 〇

１ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

２ 公正・公平な給付を行う体制を構築する

評価指標 評価

①

介護給付費の適正化に向けた方策を
策定しているか。 ア 地域のサービス資源や給付費等の動向を把握し、他の地域とも比較・分

析の上、介護給付費の適正化方策を策定している 〇

イ 介護給付費の適正化方策に基づく取組の効果を検証するための評価指標
を定めている 〇

ウ イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、取組の課題の分析、改善・
見直し等を行っている 〇

エ イの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している 〇
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

２ 公正・公平な給付を行う体制を構築する

評価指標
評
価

②

介護給付費適正化事業
を効果的に実施してい
るか。

ア ３事業すべてを実施している 〇

イ 絨毯点検10帳票のうち、効果
が高いと期待される４帳票を
いくつ点検しているか

① ２帳票 〇

② ３帳票 〇

③ ４帳票 〇

ウ ケアプラン点検の実施に当たって、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の入居者
に係るものも含めている 〇

エ 福祉用具の貸与後に、リハビリテーション専門職等が用具の適切な利用がなされているかどう
かを点検する仕組みがある 〇

オ 福祉用具購入費・住宅改修費の申請内容について、リハビリテーション専門職等がその妥当性
を検討する仕組みがある 〇
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

３ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する

評価指標 評価

①

地域における介護人材の確保・定
着のため、都道府県等と連携しつつ、
必要な取組を実施しているか。

ア 地域における介護人材の現状や課題を把握し、これを都道府県や関係
団体と共有している 〇

イ 都道府県や関係団体の取組と協働した取組を行っている 〇

ウ 市町村としての独自事業を実施している 〇

エ イ又はウの取組の成果を公表している 〇

オ 地域における介護人材の将来的な必要数の推計を行い、これを公表している 〇
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②

地域におけるサービス提供体制の
確保や、自立支援・重度化防止、介
護人材確保に関する施策等の推進
に当たって、庁内・庁外における関
係者との連絡体制が確保されてい
るか。

ア 介護・福祉関係部局や医療、住まい、就労関係部局など、高齢者の自立支援・
重度化防止等に向けた庁内の連携を確保するための場又は規程がある 〇

イ 都道府県や事業者、関係団体、専門職等外部の関係者との連携を確保するため
の場がある 〇

ウ ア及びイの連携体制を、次の施

策分野ごとの取組に活用してい

る

➀ 介護予防・生活支援サービス 〇

② 一般介護予防事業 〇

③ 認知症総合支援 〇

④ 在宅医療・介護連携 〇

⑤ 介護人材確保等 〇

エ ア及びイによる連携体制を活用し、高齢者の住まいの確保と生活の一体的支援
に関する取組を実施している 〇

オ ア及びイによる連携体制を、重層的支援体制整備事業の実施や地域の誰もが参画
できる場づくりなど、介護保険事業に留まらない地域づくりにも活用している 〇



Ⅳ 【参考】 施策の進捗状況及び評価

介護保険保険者努力支援交付金 評価指標 1 介護予防／日常生活支援を推進する

②

通いの場やボランティア活動
その他の介護予防に資する取組
の推進を図るため、アウトリーチ
等の取組を実施しているか。

ア 通いの場への参加促進を図るための課題を把握・分析している 〇
イ 通いの場に参加していない者の健康状態や生活状況、医療や介護サービスの利用状況等

を定量的に把握し、データとして整理している 〇

ウ 通いの場を含む介護
予防に資する取組に
対して、次のような
具体的なアプローチ
を行っている

➀ 通いの場に参加していない者の居宅等へのアウトリーチ
に関する取組 〇

② 医療機関等が通いの場等への参加を促す仕組みの構築 〇

③ 介護予防に資する取組やボランティアへの参加に対する
ポイント付与の実施 〇

④ ③のポイント事業参加者の健康状態等のデータベース化 ×

エ ウの取組の成果を分析し、取組の改善・見直し等を行っている 〇

③

介護予防等と保健事業を一体
的に実施しているか。

ア 通いの場における健康チェックや栄養指導・口腔ケア等を実施している 〇
イ 通いの場での健康チェック等の結果を踏まえて医療機関等による早期介入（個別支援）

につなげる仕組みを構築している 〇

ウ 現役世代の生活習慣病対策と、介護予防とが連携した取組を実施している 〇

エ 毎年度、一体的実施の成果を分析し、取組の改善・見直し等を行っている 〇
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評価指標 評価

①

介護予防・生活支援サービス・
一般介護予防事業の実施に当
たって、データを活用して課題の
把握を行っているか。

ア 介護予防のケアプランや要介護認定の調査票等を確認している 〇

イ ＫＤＢや見える化システム等既存のデータベースやシステムを活用している 〇

ウ 毎年度、ア又はイのデータを活用して課題の分析を行っている 〇

エ データに基づく課題分析等の結果を施策の改善・見直し等に活用している 〇



Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

1 介護予防／日常生活支援を推進する

評価指標 評価

④

通いの場の参加者の健康状
態等の把握・分析により、介護
予防・生活支援サービス・一般
介護予防事業の内容等の検討
を行っているか。

ア 通いの場の参加者の健康状態を継続的・定量的に把握する体制が整っている 〇

イ 毎年度、経年的な評価や分析等を行っている 〇

ウ 行政以外の外部の関係者の意見を取り入れている 〇

エ 分析結果等をサービス内容の充実等に活用している 〇

⑤

地域におけるリハビリテー
ションの推進に向けた具体的な
取組を行っているか。

ア 国が示すリハビリテーションサービス提供体制に関する指標を現状把握や施策の検討に
活用し、リハビリテーションに関する目標を市町村介護保険事業計画に設定している 〇

イ 郡市区医師会等の関係団体と連携して協議の場を設置し、介護予防の場や介護事業所に
リハビリテーション専門職等が関与する仕組みを設けている 〇

ウ リハビリテーション専門職を含む医療専門職を介護予防の場や地域ケア会議等に安定的に
派遣するための具体的な内容を議論するなど、イの協議の場を活用している 〇

エ 取組内容の成果を分析し、改善・見直し等をい公表している 〇

⑥

生活支援コーディネーターの
活動等により、地域のニーズを
踏まえた介護予防・生活支援の
体制が確保されているか。

ア 地域における介護予防・生活支援サービス等の提供状況、地域資源、利用者数の推移、心身
及び生活状況の傾向、高齢者の地域の担い手としての参画状況等を把握し、データとして
整理している

〇

イ アで整理したデータを、地域住民や関係団体等に提供・説明している 〇

ウ アで整理したデータを踏まえ、生活支援コーディネーターとともに、協議体を活用しながら、
地域の課題を分析・評価している 〇

エ ウの分析・評価を踏まえ、市町村として、介護予防・生活支援サービスの推進方策を策定し、
関係者に周知している 〇

オ エの推進方策を策定する際に、庁内の高齢者施策以外の部門と連携し、様々な分野の多様な主体と連携
することを含めて検討を行っている 〇

カ エで策定した市町村としての推進方策を定期的に見直し、関係者に周知する仕組みがある 〇
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

1 介護予防／日常生活支援を推進する

評価指標 評価

⑦

多様なサービスの活用の推進に向
け、実施状況の調査・分析・評価を
行っているか。

ア 介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの実施状況、地域資源、利用者数の推移、心身及び
生活状況の傾向のほか、現状では対応が困難な地域の困り事等を把握し、データとして整理している ○

イ 介護予防・日常生活支援総合事業の利用者等の意見を取り入れる仕組みを整えている ○
ウ アで整理したデータ又はイの意見を踏まえ、多様なサービスの推進に向け、地域の課題を分析・評
価・共有している ○
エ ウの分析・評価を踏まえ、多様なサービスの推進に向け、市町村としての推進方策を策定し、関係
者に周知している ○
オ エの推進方策の策定にあたり、多様なサービスの対象者モデルの提示や、第一号介護予防支援事
業における目標指向型のケアマネジメントの取組を評価する仕組みを整えている ○
カ ア～オのプロセスを踏まえ、エで策定した市町村としての推進方策を定期的に改善・見直し等を
行う仕組みがある ○

２ 認知症総合支援を推進する

評価指標 評価

①

認知症サポーター等を活用した地
域支援体制の構築及び社会参加支
援を行っているか。

ア 認知症の人の声を聞く機会（本人ミーティング、活動場所への訪問など）を設けている ○

イ 成年後見制度利用支援事業に関し、対象を市町村長申立や生活保護受給者に限定しない要綱等
を整備している ○

ウ 認知症サポーター等による支援チーム等の活動グループ（チームオレンジなど）を設置している ○

エ 認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につながるよう、ウによる活動グルー
プを含む地域の担い手とのマッチングを行っている ○

オ 認知症の人が希望に応じて農業、商品の製造・販売、食堂の運営、地域活動やマルシェの開催等
に参画できるよう、支援している ○

カ 認知症の人及び家族等の意見を踏まえた市町村認知症施策推進計画の策定に着手している ○
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

２ 認知症総合支援を推進する

評価指標 評価

②

認知症状のある人に対して、専門医
療機関との連携により、早期診断・早
期対応に繋げるための体制を構築し
ているか。

ア 認知症に関わる医療機関や認知症初期集中支援チームの周知を行っている ○

イ 認知症に関わる医療機関と連携した取組を行っている ○

ウ 情報連携ツール等を活用して、関係者間で連携ルールを策定している ○

エ アからウまでを踏まえ、医療・介護専門職による早期対応や早期診断に繋げる体制づくりを
構築した上で、運用している ○

③

難聴高齢者の早期発見・早期介入に
係る取組を行っているか。

ア 普及啓発の取組を行っているか ○

イ 早期発見の取組を行っているか ○

ウ 受診状況の把握と未受診者への再度の受診勧奨を行っているか ○

エ 受診勧奨者のうち50％以上の者が受診しているか ○
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Ⅳ 【参考】施策の進捗状況及び評価

３ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する

評価指標 評価

①

地域の医療・介護関係者等
が参画する会議において、市
町村が所持するデータ等に基
づき、在宅医療・介護連携に
関する課題を検討し、対応策
が具体化されているか。

ア 今後のニーズを踏まえ、①日常の療養支援、②入退院支援、③急変時の対応、④看取りの４つの場面ごとに、
在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を設定している ○

イ 在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を介護保険事業計画に記載している ○
ウ 地域の人口推計を踏まえた今後のニーズや医療・介護資源、社会資源や利用者の情報、住民の意向等を定
量的な情報も含めて把握している ○

エ アとウの差の確認等により抽出された課題を踏まえ、地域の特性を踏まえた目標の設定、具体的な対応策
を立案している ○

オ 評価指標等に基づき事業の検証や必要に応じた見直しを行う仕組みを設けている ○

②

患者・利用者の状態の変化
等に応じて、医療・介護関係
者間で速やかな情報共有が
実施できるよう、具体的な取
組を行っているか。

ア 医療・介護関係者の情報共有の実施状況を把握している ○
イ 実施状況等を踏まえ、在宅での看取りや入退院時等に活用できるような医療・介護関係者の情報共有ツー
ルの作成等情報共有円滑化のための取組を実施している ○

ウ 取組の実施状況を踏まえ、課題分析等を行っている ○

エ 毎年度、課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に応じて情報共有ツール等の改善・見
直し等を行っている ○

③

在宅医療と介護の連携の強
化・推進に向け、相談支援、研
修会の開催といった具体的取
組を行っているか。

ア 在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、医療・介護関係者のニーズを把握している ○

イ 医療・介護関係者のニーズを踏まえ、次のよう
な取組を実施している。

① 医療・介護関係者に対する相談窓口の設置 ○
② 定期的な相談内容等の取りまとめ、その結果の医療・

介護関係者間での共有 ○

③ 多職種を対象とした参加型の研修会の実施 ○

ウ 取組の実施状況を踏まえ、課題分析等を行っている ○
エ 毎年度、課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に応じて取組の改善・見直し等を行っ
ている ○
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